
第５章　給食指導

１　「全体計画」(資料5-1-1)・「年間指導計画」(資料5-1-2)
 (1)　学校は，指導室が示す食物アレルギーに関する指導資料（資料5-1-3）を参考に，「全体計画」に食物アレルギーの内容を盛り込み，食育を通して，子どもたちが身につけるべき力を発達段階に応じて明確にする。

　　ア　食物アレルギーのある子どもが，自分の食物アレルギーの状況を正しく理解し，自分の食を自分で管理していく力をつける。
　　イ　食物アレルギーのない子どもが，食物アレルギーのある友達の状況を理解し，自分にできることを考え実践し，共に生きる力をつける。

 (2)　学校は，指導室が示す食物アレルギーに関する指導資料の主な指導内容例や指導略案等を参考に，各校の実態に応じて各学年の「年間指導計画」を作成し，児童・生徒の成長段階に応じた教育活動の充実を図る。

 (3)　指導内容の検証・改善について
　　　「全体計画」及び「年間指導計画」については，指導室が，毎年度末に適切な指導内容であったか検証し，次年度に向けて改善を図る。繰り返し指導することにより，子どもたちが楽しく安心して食事ができ健やかな学校生活を送ることができるようにする。

 (4)　残さず食べるようにする指導は大切だが，完食を目指して無理におかわりをさせるような指導はしない。
　　　また，量の多寡については，児童・生徒の申告により，食べられる量を配膳するとともに，給食は，丈夫な体をつくるために必要な栄養素がバランスよく入っていることを伝え，好き嫌いなく食べられるよう指導する。

２　食に関する指導力向上及び食物アレルギー対応の検討
 (1)　食に関する検討委員会(資料5-2-1)を設置し，児童・生徒の自己管理能力を高めるための指導内容を検討・協議する。
 (2)　絵本・紙芝居・ＤＶＤ等など指導に関わる効果的な資料について検討する。また，新たな指導資料の作成も検討し，学校等での活用を図る。

第６章　職員研修・校内訓練・普及啓発
１　職員研修について
 (1)　教育委員会は，緊急時に教職員が適切な対応が図れるよう，食物アレルギー・アナフィラキシーに関する基礎的な知識の習得やエピペン投与の実習・シミュレーションを含んだ研修を実施する。
 (2)　教育委員会は，学校の教職員及び教育委員会事務局職員が食物アレルギーに関する意識・知識・技能の向上を図るため，研修内容等を検討し，校長・副校長・主幹教諭，養護教諭・栄養士・調理員等のそれぞれの役割に応じた研修会を実施する。
 (3)　学校において，管理職は，教職員が上記及び文部科学省・東京都等が開催する食物アレルギー・アナフィラキシーに関する研修を受講する機会の確保や，校内での実施する研修・訓練時間の確保に努める。
２　校内研修・訓練について

　　学校は，「食物アレルギーに関する研修・訓練の実施について」（資料6-2-3）に基づき，校内研修・訓練を1学期４月当初及び２学期に実施し，食物アレルギー研修実施報告書（様式6-2-2）を学務課へ提出する。
食物アレルギー・アナフィラキシー発症時を想定した校内訓練を1学期と２学期の可能な限り早い時期に実施し，緊急時に教職員が役割分担モデルに基づいた適切な行動が取れるようにする。
３　保護者・市民に対する普及啓発
 (1)　講演会や食物アレルギー冊子の配布などを通して，広く食物アレルギーに関する正しい知識の普及啓発を図る。
 (2)　教育委員会事務局は市長部局と連携し，市民に向けた食物アレルギーに関する情報を発信する。
ガイドラインＰ8・39～44，対応指針Ｐ31参照
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